
⽇時

会場

2022年3⽉27⽇（⽇）14:00〜15:30

昨今のアメリカと中国の政治的摩擦は、これまで⽇本が謳歌してきた経済のグローバル化
へブレーキをかけている。製品市場としてアメリカか中国かの⼆者択⼀を迫られている企業
も少なくない。本年3⽉の現国会で審議中の経済安全保障法案も企業への政治的影響の⼀つで
ある。
そこで本講演では、企業活動に影響を与える政治的要因について、⼈権と経済安全保障の

側⾯から考えたい。

「 人権・経済安全保障 ～日中摩擦と企業活動～ 」

申込⽅法︓経営関連学会協議会 ウェブサイト（http://www.jfmra.org/）に掲
載される「参加申込みフォーマット」からお⼿続きください。

（申込締め切り 3⽉22⽇）
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経営関連学会協議会 主催 第15回公開講演会

無料テーマ

テーマ

「⼈権・経済安全保障
〜⽇中摩擦と企業活動〜」

開会挨拶： 上林 憲雄 氏 （経営関連学会協議会理事長・神戸大学）

講 演 ： 神子田 章博 氏 （NHK 解説委員）

閉会挨拶： 上林 千恵子 氏 （経営関連学会協議会副理事長・法政大学）

オンライン開催（ZOOMを使⽤）

◆経営関連学会協議会 構成学会（2021年9 ⽉現在、経営・会計・商学・情報分野の56学会が加盟しています。）

〒112-0001東京都⽂京区⽩⼭4－37－30 株式会社UNIPH内 Email︓info@jfmra.org
本協議会は、電⼦版英⽂ジャーナル JJM（Journal of Japanese Management)（ISSN:2189-9592）を発刊しています。
各加盟構成学会の正会員およびそれに準ずる会員は、投稿できます。投稿要領などは本協議会ウェブサイトをご覧ください。
＊ 各学会事務局におかれましては、本案内を学会会員の皆様に告知・広報して頂けますと幸いです

アジア経営学会
異⽂化経営学会
経営学史学会
経営⾏動科学学会
経営⾏動研究学会
経営情報学会
経営戦略学会
⼯業経営研究学会
国際会計研究学会
国際公会計学会

システム監査学会
実践経営学会
税務会計研究学会
中⼩企業会計学会
ドラッカー学会
⽇仏経営学会
⽇本会計研究学会
⽇本管理会計学会
⽇本企業経営学会
⽇本経営会計学会

⽇本経営学会
⽇本経営⼯学会
⽇本経営システム学会
⽇本経営診断学会
⽇本経営実務研究学会
⽇本経営数学会
⽇本経営倫理学会
⽇本原価計算研究学会
⽇本国際観光学会
⽇本産業経済学会

⽇本財務管理学会
⽇本社会関連会計学会
⽇本商学研究学会
⽇本商業学会
⽇本消費経済学会
⽇本消費者教育学会
⽇本情報経営学会
⽇本⽣産管理学会
⽇本創造学会
⽇本地⽅⾃治研究学会

⽇本ナレッジ・マネジメント学会
⽇本⽐較経営学会
⽇本ビジネス実務学会
⽇本ビジネス・マネジメント学会
⽇本物流学会
⽇本保険学会
⽇本ホスピタリティ・マネジメント学会
⽇本マネジメント学会
⽇本リスクマネジメント学会
⽇本労務学会

⾮営利法⼈研究学会
標準化研究学会
ファミリー・ビジネス学会
包括球学術集会
ランチェスター戦略学会
労務理論学会
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●講師紹介： 神子田章博氏は、ＮＨＫの経済部記者としてワシントン在住および北京在住。
米中両国の経済事情、通商政策がテーマのほか、近年は日本の財政・金融政策も視野に入れる。

●NHK番組「時論公論」における神子田氏の解説記事 (NHKのホームページからご覧いただけます)
2022.2.16. 中国の人権—日本の経済安全保障推進法案もわかりやすく解説（石井一利解説委員との対談）
2022.1.25. 中国—ゼロコロナ政策に潜むリスク
2022.1.7． 2022年日本—経済政策の課題
2021.11.5. 中国不動産市場に異変—行き詰まる成長モデル
2021.10.18．TSMC日本工場建設へー動き出す“半導体安全保障”
2021.6.15. G7中国へのけん制姿勢で一致—背景と課題 （梶原崇幹解説委員と対談）
2021.5.24. 人権で激突する米中—日本企業の苦悩


